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「働き方改革」の推進に向けて新たな支援窓口を開設します 

～「働き方改革推進支援センター」、「労働時間相談・支援コーナー」、 

「人材確保対策コーナー（ハローワーク金沢）」を新設～ 

 

石川労働局（局長 小奈 健男）では、平成 30 年度から、「働き方改革」の推進に

向けて、新たな相談・支援窓口等を下記のとおり設置します。 

 

石川労働局 Press Release 

石川労働局発表 
平成 30 年 3 月 30 日（金） 

厚生労働省 

【照会先】 

雇用環境・均等室 雇用環境改善・均等推進監理官  諸田 一良 

労働基準部 監督課長    米村 祐規 

職業安定部 職業安定課長  越野 桂一 

℡：076-265-4429（雇用環境・均等室） 

   076-265-4423（監督課） 

   076-265-4427（職業安定課） 

１「石川県働き方改革推進支援センター」を設置 

県内の中小企業・小規模事業者等を中心に、「働き方改革」の理解を図り、取組に向けた総合的

な支援を行うため、(一社)石川県経営者協会への委託により「石川県働き方改革推進支援センター」

を設置します。 

今後、同センターでは、働き方改革の実行に向けて、非正規雇用労働者の処遇改善、労働時間の

短縮及び生産性向上による賃金引上げ、人手不足の緩和等に向けた取組を支援するため、中小企

業・小規模事業者等に対する技術的な相談支援を目的として、関係機関と連携を図りつつ、労務管

理・企業経営等の専門家による個別相談援助や電話相談、商工会議所・商工会等におけるセミナー・

出張相談会等を実施します。（別添１参照） 

 

 

金沢市尾山町 9-13 金沢商工会議所会館 3 階 （一社）石川県経営者協会内 

受付時間：9 時～17 時（土・日曜、祝日、年末年始を除く） 

※専用電話（フリーダイヤル）、メールアドレス、ホームページを開設予定。 

 

●平成 30 年 4 月 2 日（月）、13 時 15 分から上記所在地にて開所式が行われます。 

報道機関の皆様の取材をお願い申し上げます。 

石川県働き方改革推進支援センター 



 
 

２ 県内労働基準監督署に「労働時間相談・支援コーナー」を設置 

県内の四つの労働基準監督署（金沢、小松、七尾、穴水）に、働く方々の労働条件の確保・改

善を目的とした「労働時間改善指導・援助チーム」を編成するとともに、主に中小企業の事業主

の皆様からの労働時間制度等に関する相談に対応する「労働時間相談・支援コーナー」を新たに

設置します。 

■「労働時間相談・支援コーナー」を設置します（別添２参照） 

主に中小企業の事業主の皆様を対象に、窓口と電話で、以下のような相談を受け付けます。 

  ① 時間外・休日労働協定（36 協定）を含む労働時間制度全般に関するご相談 

  ② 変形労働時間制などの労働時間に関する制度の導入に関するご相談 

  ③ 長時間労働の削減に向けた取組に関するご相談 

  ④ 労働時間などの設定についての改善に取り組む際に利用可能な助成金のご案内 

  【県内の四つの労働基準監督署】 

名称・所在地 電話番号 

金沢労働基準監督署 
金沢市新神田４-３-10 

金沢新神田合同庁舎 3階 

076-292-7945 

076-292-7946 

小松労働基準監督署 
小松市日の出町 1-120 

小松日の出合同庁舎７階 
0761-22-4231 

七尾労働基準監督署 
七尾市小島町西部２ 

七尾地方合同庁舎２階 
0767-52-3294 

穴水労働基準監督署 
鳳珠郡穴水町川島キ 84 

穴水地方合同庁舎２階 
0768-52-1140 

[受付時間]８時 30 分～17 時 15 分（平日のみ） 

■「労働時間改善指導・援助チーム」を編成します 

このチームは２班で編成し、それぞれの班においては、次のような取組を行います。 

① 労働時間相談・支援班 

「労働時間相談・支援コーナー」などを通じて、特に中小企業の事業主の皆様に対

して、上記①～④のご相談などについてきめ細やかな相談・支援などを行います。 

② 調査・指導班 

長時間労働の抑制と過重労働による健康障害の防止のため、「労働時間改善特別対

策監督官」として任命された労働基準監督官が監督指導を行います。 

 

３ 「人材確保対策コーナー（ハローワーク金沢）」を設置 

福祉分野における人材確保の支援を目的として金沢公共職業安定所に開設している「福祉人材コ

ーナー」に建設、警備、運輸分野等を加え、「人材確保対策コーナー」を設置します。 

関係団体と連携して、求人者・求職者の両面から人材不足分野に係る人材確保・就職支援を実施

します。 

■人材確保支援の総合専門窓口として 

・求職者に対する担当者制によるきめ細かな職業相談、職業紹介 

・求人者に対する担当者制による事業所訪問、求人条件見直し等の求人充足支援 

・事業所見学会や就職面接会等の開催 

等を通じ、マッチング支援を実施します。 


